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環境中に放出された 137Cs と言えば、1986 年に
起きたチェルノブイリ原発事故が挙げられるが、





い 137Cs や 90Sr、239+240Pu 等は、今でも環境中に
広く分布している。図 1 は気象研究所が測定して
きた日本における 137Cs の年間降下量を示したも
の 1)である。1963 年には 137Cs が雨やほこりと共
に 1 m2当たり 1900 ベクレル（Bq 注２）降下して
きた。その後、降下量は減少しており、1980 年








































射性核種が放出された。例えば、約 220 km 離れ
た千葉市において、日本分析センターは空気中に、
85Kr、 133Xe、131I、 132I、134Cs、 136Cs、 137Cs、 




132I、 133I、 134Cs、 136Cs、 137Cs、 129mTe、 132Te
を検出している 3)。また、原発から約 20 km の地












例えば 131I の物理的半減期は約 8 日なので、80
日経過すると千分の 1 になる。原発から 30 km 以







また、90Sr や Pu 等も土壌などから検出された
と報告されている 5)。これらの物理的半減期は、
90Sr で 28.8 年、239Pu で 2.4 万年と長い。Zheng
ら 6)によると、福島原発から 20-30 km 離れた地
点で、落葉などから原発事故由来の汚染が認めら












び 134Cs である。137Cs と 134Cs は、環境中では同
じ挙動をするが、物理的半減期が異なるため、時
間が経過するにしたがい、それぞれの存在量、す
なわち放射能量は異なってくる。2011 年 3 月 12
日の放出時点での 137Cs と 134Cs の比はほぼ 1：1
であった。図 2 は、放出時点で土壌表面に沈着し
た放射性 Cs（137Cs と 134Cs の合計値）を仮に





てゆく。134Cs は物理的半減期が 2.1 年であるから、
約 7 年で 10%、10 年で 3%になる。 
一方、137Cs は、物理的半減期が 30 年である
から、数年ではほとんど減衰しない。10 年経過し




ヨウ素 132 (I-132) 2.3 時間（Te-132 より）
テルル 132 (Te-132) 3.2 日 
ヨウ素 131 (I-131) 8.02 日 
セシウム 136 (Cs-136) 13.2 日 
セシウム 134 (Cs-134) 2.06 年 




図 2 137Cs、 134Cs およびその合計値（初期値
を 10000 Bq とする）の時間変化 
 
土壌に沈着した放射性Csは、この 137Csと 134Cs
































 全国の未撹乱の表層土壌（0-5 cm）中の 137Cs
濃度の経年変化を図 3 に示す 8)。日本においては
137Cs 濃度は、採取地点や土質の違いにより 1960







 図から明らかなように、表層土壌中の 137Cs 濃




























































 図 4 は、農林水産省が福島県で平成 24 年 2 月
に行った表層土壌中の放射性 Cs の分布状況であ
る 9)。ほとんどの調査地点で 80%以上の放射性





























































































      
TF = 農作物可食部中の放射性核種濃度（Bq/kg）
土壌中の放射性核種濃度（Bq/kg） 











図 6 安定 Cs と Cs-137 の白米への移行係数 
いて TF が取りまとめられている 11,12)。 











て、安定 Cs で求めた TF とグローバル・フォー




ず、137Cs の TF の方が安定 Cs の TF よりも数倍
高い値であり、完全には平衡に達していない。 
 これらの結果から、2011 年 3 月に土壌に降下
した放射性 Cs の TF は、これまでに報告されて
いる TF よりも大きくなることが予想されたが、
報告されている TF は、それほど大きな値ではな
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